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　「Concur」は出張・経費管理の領域で国内外でナン
バーワンの実績を獲得しているデファクトスタンダー
ドサービスです。フォーチュン誌が選ぶ世界の優良企
業社のうち％にお使いいただいております。日
本の電子帳簿保存法やインボイス制度にもしっかり追
従し、社の企業グループにお使いいただいており、
日本国内の経費精算ベンダーとして％の売り上げシ
ェアを占めています。
　クラウドサービスのため、各企業と同じ業務基盤を
各社に提供することが可能です。
　ＤＸ銘柄に選ばれている企業の多くは、売り上げに
直結する直接業務のＤＸの推進を優先し、コーポレー
ト機能の高度化に関しては後回ししていますが、直接
業務のＤＸ成功率は比較的低く、コーポレート機能の
高度化の成功率の方が突出して高くなっています。
　直接業務のＤＸが進んだとしても現場や外勤の社員
に対する効果に限定され、内勤社員に影響を与えるに
は時間がかかります。間接業務をＤＸ化しない限り、
どんなに直接業務をＤＸ化しても、全社的なＤＸ推進

にはつながらないという危機感を多くの企業がお持ち
になっています。
　コーポレート機能、つまり間接業務については、売
り上げに直結しないという面から投資は見送られがち
でしたが、比較的低リスクで推進でき、非競争領域で
あるため、他社で成功しているモデルをそのまま自社
に流用することで、即効性の高い効果を上げることが
可能です。間接業務の中でも特に経費業務は、全社員
が関わる業務領域で、ＤＸ効果をあまねく社員に届け
られます。全社員が利用するという裾野の広さや利用
頻度、そして単純作業が多く、プロジェクトインから
早ければ半年後には効果を上げられるという即時性が
特徴です。
　建設分野では、複雑な工事コードのマスター連携や、
現場での支払いシーンにおけるさまざまなオペレーシ
ョンなどの課題にも対応でき、ゼネコンのほか建設コ
ンサルタント、ハウスメーカー、設備工事会社など建
設産業界全体でお使いいただいているソリューション
です。ゼネコン、サブコンでは、すでに８割以上の企
業に採用されています。
　「Concur」は定量的な効果だけでなく、業務効率
化による定性的効果も高く、建設関連企業からは単純
な〝経費処理を楽にする〟ためのツールではなく、〝
全社改革基盤〟として採用していただいています。
　ステップの最初はグループ共通化による業務標準化
・最適化です。そうするとグループ内での経費の流れ
が見える化され、ガバナンスが強化されていきます。グ

ループ会社が同じ基盤を使うということは、シェアー
ド・バリュー戦略、バックオフィスの集約化にもつな
がり、結果として働き方改革を実現します。
　さらに、当社はカスタマーサクセス体制が充実して
おり、継続的な業務改革のための「改革パートナー」
として、稼働後も効果の継続性、最大化をカスタマー
サクセスマネージャーが支援します。
　経費にまつわる全ての種別および全てのオペレーシ
ョンをカバーすることが可能で、「キャッシュレス」
「入力レス」「ペーパーレス」「承認レス」「運用レ
ス」などにより、「経費精算のない世界」に導きます。
　このコロナ禍の３年間でキャッシュレス決済が普及
したり、テレワークペーパーレス対応が必須化された
りするなど経費処理、ワークスタイルが変化を遂げて
います。現在、建設関連各社はインボイス制度への対
応や、年問題として来年４月からの働き方改革関
連法の適用開始といったタイミングで残業規制などへ
の対策を進められている真っ最中かと思います。
　現時点の必要事項だけを見ていては、すぐに持続困
難な基盤になっていきます。当社がお客さまとともに
伴走させていただいているのは、経費精算を楽にする
といった短期的な目線ではなく、経費精算という業務
をなくし、将来にわたり持続可能な全社経営基盤をお
客さまとともにつくり上げたいという思いでビジネス
を展開しております。近い将来、経費精算という作業
は過去の遺物になると信じて、ビジネスを展開してま
いります。

請求書支払い経費と立替経費のデータを「Concur」に集約する
ことで、統合的な予算管理・分析、同一ユーザインタフェースで
の業務効率化が可能となる

コア業務ＤＸとコーポレート機能の高度化の比較

建設業における支払の４領域

　建設業における経理業務は、現場での処理も含め
ると業務の負荷が大きく、他産業と比較しＩＣＴ活
用も遅れていました。このことは逆に、「ＤＸ推進
により全社的な生産性向上に貢献できる分野」とも
言えます。
　ＩＣＴ活用が進まなかった理由としては、建設業
の会計は特殊な個別原価計算が必要なため、複雑な
科目コード設定が必要という点や、支払処理件数、
発生部門数、設置改廃の現場数の多さなどの特殊性
が考えられます。このため、他産業と共通のクラウ
ドシステムが適用可能か不明でした。
　当社では、この「経理業務におけるＤＸ推進の考
え方」を整理するにあたって、建設業での支払につ
いてＡ～Ｄの４領域に分解してみました（下図）。
Ａ領域は工事下請負契約（材料、労務、外注）、Ｂ
領域は「単価契約や契約なしの支払（仮設、警備、
運搬）」、Ａ・Ｂ領域は共に建設業特有の癖があり、
他産業で使われるクラウドシステムは向かないた
め、建設業界の共通基盤である「ＣＩ－ＮＥＴ」を
活用すべきだと考えました。「ＣＩ－ＮＥＴ」は、
建設業特有の見積・契約・出来高請求など、多段階
での帳票のやりとりを、電子データに変換する規約
で、インボイス制度など法改正にも自動的に対応し
ています。
　Ｃ領域は「施工以外の業務対価（派遣、設計委託
等）」、Ｄ領域は「経費精算分野（交通費・飲食代
等）」で、Ｃ・Ｄ領域は全産業に共通し、汎用的な
経費精算ツールを活用できると考え、当社は「Conc
ur」を採用しました。「Concur」は複雑なコード
設定が可能で、当社の社内システムとの連携自由度
が高く、建設業でも適用可能と判断し、年８月
に導入を決定しました。
　導入方法も工夫しました。一つは、従来の経理の
考え方を思い切って切り捨てること、もう一つは、
少しずつ導入する部門や機能を広げていくスモール
スタートです。当社は経理部主導で１年間程度かけ
て導入作業を行いましたが、最初は、利用者に対し
て利便性をアピールできる、交通系ＩＣカードやク
レジットカードの自動連携ツールから取り入れ、特
定部門に絞って稼働を開始し、さらに約１年かけて
年６月に、当社の国内従業員の経費精算を全て
「Concur」に切り替え完了しました。
　利用部門を徐々に拡大していったのは、利用者か
らの意見を反映しながら改善を進めるためです。
「Concur」は随時、機能や設定の変更が可能なこ
とから、まずは身近な間接部門から導入して、その要
望を拾って改善を施したのち、現場や他支店に徐々
に展開していきました。同時にグループ会社での稼
働もこの時期から開始しています。
　年度には、当初導入を見送っていた付加機能
を拡大しました。出張予約機能では、利用後には自
動的に精算用データが「Concur」に連携され、領
収書のスマホ撮影読み取り機能では、領収書受領時
にどこでも経費精算を開始することが可能となりま
した。続いて年２月には、電子帳簿保存法の保
存要件緩和を受け、領収書の電子保存とＢＰＯ（ビ
ジネス・プロセス・アウトソーシング）による領収
書画像確認を実現しました。
　経費精算の電子帳簿保存化を実現できたため、次

のステップとして、「Concur請求書処理」の導入
検討を開始しました。約３カ月の検討の結果、①勘
定科目や承認フローの連携について、「Concur経
費精算」で構築した内容が「Concur請求書処理」
でも利用でき、導入失敗のリスクが低い点②利用者
は既に「Concur」の入力・画像保存に慣れており、
違和感なく利用が可能である点③利用者および経理
部門の利便性を考えると、投資以上の大幅な効果が
見込まれたこと、から年８月に導入を決定しま
した。
　約半年後の年２月の「Concur請求書処理」
の稼働開始にあたり、ファーストアカウンティング
社のＡＩ－ＯＣＲ「Remota」も導入しました。
「Remota」導入の決め手は、経理分野に特化した
ＡＩ－ＯＣＲで「Concur」との連携実績も十分な
こと、読取テストではかなり正確な読み取り率が確
認できたこと、請求書フォーマット帳票定義などの
事前設定が不要であったといった点から、導入難易
度も低く、利用者へのメリットとして利用可能と判
断しました。
　これらＤＸ推進の結果、経費精算領域の「Concur」
も活用し始めた４年前と比較すると、現在は相当数
の伝票が電子化され、膨大な書面から解放されつつ
あります。国内全店の伝票合計数は相当数あります
が、現在では約９割弱の電子化を実現しているので、
４年前に担当者一人当たり１カ月で約件程度手
元に回ってきていた紙の伝票は、現在約件程度
（日に件未満）に減らせている状況です。
　伝票チェック等の定例業務の削減により、全店的
な経理部門人員は４年前と比較して約％減ってい
ながら、残業時間も削減することとなりました。ま
た、現場や他の間接部門側においても、領収書の糊
付け、ハンコ押印、書面の郵送などから解放され、
承認も社外からスマホで可能となったことにより、
「経理処理のために出社する」ということがなくな
りました。
　経理部のオフィスは数年前まで、大量の書面が山
積みとなっていましたが、今では紙の伝票類がほぼ
なくなり、各席に大型ディスプレーを配置していま
す。また、リモートワークを前提として社員全員の座
席は用意しておらず、そこから生み出されたフリー
スペースでの打ち合わせなど、コミュニケーション
が取りやすいオフィスへと変貌を遂げることができ
ました。経理部門の担当者は、伝票のチェックや差
し戻し等の作業がすべて自宅のＰＣ環境で完結する
ことができ、テレワーク化が進みました。
　これらの結果、現在の経理部門ＤＸの立ち位置と
しては、工事進行基準等の国際会計基準対応につい
ては社内システムの改修により年度までに概ね
一巡し、消費税インボイス、電子帳簿保存対応につ
いても「Concur」や「ＣＩ－ＮＥＴ」の活用などに
より今上半期の実現に目途がついている状況です。
　今後求められる経理の能力としては「異常値を発
見する分析力」に加え「現場個別事情のビジネスの
理解力」も必要と考えられます。また「ビジネス領域
の拡大やグローバル化に有効な会計データの提供」
も今後の経理部門の役割と認識しており、こうした
面で引き続き、経理分野のＤＸ推進により経営に寄
与していく必要があると考えています。

「Concur」導入後の経理業務のイメージ

「Concur」導入の狙い

　当社は年９月、グループ統一で利用可能なク
ラウド型経費精算システム「Concur Expense」を
導入し、現在、グループ会社社で利用しています。
　経費領域の改革に着手した背景ですが、長谷工グ
ループでは、年３月期から年３月期までの
中期経営計画「newborn HASEKO Jump Up Plan
（ＮＢｊ計画）」で、「住まいと暮らしの創造企業
グループ」を目指して、グループ連携を軸にした事
業取り組みを推進していました。さらに基本方針の
一つ「ＣＳＲ経営の確立」に関連してコーポレート
・ガバナンスのさらなる進化の一環として実効性の
高いガバナンス、内部統制の確立を実現するため、
経費精算業務の負荷軽減、グループ全社レベルでの
経費ガバナンス強化、働き方改革の推進を目的とし
て「Concur」の導入、構築を決定しました。
　当時、国内では働き方改革の機運やペーパーレス
化による業務の簡素化、効率化のニーズが高まって
いました。年度には国税庁より、スマートフォン
撮影による領収書電子化が認められたこともあり、
クラウド経費精算システムを導入する企業が増加す
る状況でした。
　「Concur」導入以前の経費精算業務では、申請
者は手入力や交際費事前伺いとの重複入力、承認者
は目視、検算によるチェックなど事務にかかわる業
務負荷軽減が課題でした。また、グループ会社ごと
に入力システムや経費チェック基準が異なり、経費
ガバナンスが不安定でした。
　当社が「Concur」を選択したのは、大企業グルー
プでの導入実績が多く、グループ全社による業務標
準化、一括管理が可能で、不備データの自動検知、
経費分析レポートによる可視化、モバイル対応が可
能なことなどが理由です。「Concur」は、グルー
プ統一で利用でき電子帳簿保存法（電帳法）に対応
したシステムで、コーポレートカードや交通系ＩＣ
カードデータが改変できない形式で連携されること
により入力レス、ガバナンス強化につながります。
拡張性、将来性も魅力です。
　プロジェクトゴールとしては、▷グループ各社の
経費規定、ワークフロー等を再整理し、リスクの高
いプロセスを確認・最小化して、ガバナンス強化を
図る▷グループ全社で「Concur」を最大活用した
経費精算業務を実現し、事務手続きを簡素化する▷
経費規定については、当社で利用する経費規定・承
認ワークフローを基本として、経費精算業務を再整
備し、グループ各社固有の要件等をなるべく抑制し
てグループ全体のガバナンス強化とクラウドサービ
スの効率的な活用を目指す、などを基本方針としま
した。
　グループ各社の経費運用ルール、ワークフローな
どを再整理統一したことで、同じポリシー、同一設
定で、グループ全社での利用を行っています。同一
設定のため制度対応もしやすく、ＢＩ（ビジネスイ
ンテリジェンス）による各社比較も行えます。
　「Concur」導入の際に工夫したこととしては、
経費精算申請時に正しい経費タイプを選択申請でき
るよう、経費タイプや摘要ごとに内容や注意点を記
載した「長谷工グループ共通経費精算ガイド」を新

たに作成しました。また定着化支援として、操作マ
ニュアルなどを掲示した社内ポータルに「Concur」
専用の特設サイトを開設しました。
　「Concur」の導入により、グループ全体で経費
精算の業務プロセスを大幅に改善でき、法人カード
と交通系ＩＣカード連携でキャッシュレス比率を
％まで促進できました。
　「Concur」導入当初、施工現場や販売事務所な
どは、データを読み込むためのＩＣカードリーダー
が未設置だったため手入力で申請を行っていました
が、年４月に、交通系ＩＣカードデータの読み
込みが可能なモバイルアプリ「Concur Tap to Expe
nse」を導入したことで、いつでもどこでも連携が
できるようになり、現場、販売事務所、移動が多い
社員から大変に喜ばれました。
　異動後も同じシステム、ルールで申請できるのも
特長です。企業メリットとしては、利用データ（取
引日、金額、取引先）が改変できない形式で連携さ
れることで、入力レス、ガバナンス強化につながり
ます。監査ルールについても属人的から仕組み化に
改善され、経費規程の自動チェックにより、社内ルー
ルの浸透を図ることができました。申請時にチェッ
クができるため、経理からの差し戻しも削減できま
す。ＢＩ分析レポートは、法人カードの利用状況や
重複経費のチェックに活用しています。
　当社では年１月から領収書の電子化に移行
し、ペーパーレス化を促進しました。電帳法対応に
ついては、領収書スキャナ保存以降の手続きをペー
パーレス、デジタル化することで、社員による立替
から精算、税務書類の保管・廃棄までの立替経費精
算業務の効率化を実現しています。電帳法対応以前
は紙の領収書の提出確認と出社が必須でしたので、
コロナ禍で出社制限があった時期は、経費精算を行
えない月もありました。電帳法対応後はペーパーレ
スで、場所を問わずに経費精算ができ、その効果を
実感しています。
　デジタル明細の活用により、コーポレートカード
を利用して、「Concur」に連携された経費のうち、
３万円未満の一部経費については、領収書を不要と
しておりましたが、本年月、インボイス制度の開
始を受けデジタル明細が廃止となり、領収書が増加
することが懸念されます。
　「Concur」稼働後の現在も、電帳法やインボイ
ス制度などの対応についてコンカー社にフォローし
ていただき、そのカスタマーサクセスを高く評価し
ています。「Concur」の導入により、経費精算業
務の課題改善を実現し、導入時に掲げた目標につい
ては、ほぼ達成することができました。
　今後も経費領域でのさらなる業務効率化に取り組
み、従業員の生産性向上に貢献していきたいと考え
ています。

社内ポータルの「Concur」特設サイト

　日刊建設工業新聞社は９月４日、「大林組・長谷工が語る！
建設業界における攻めと守りのＤＸ」と題するオンライン・
セミナーを開催しました。本セミナーでは、大林組経理部長
の高田佳明氏と同経理部副課長の今井良祐氏、長谷工コーポ
レーション経理部担当部長の遠藤妙子氏が、それぞれの会社
での経費精算・請求書管理クラウド「Concur」を活用した
業務改革や効果などについて紹介しました。またコンカーコ
マーシャル営業本部ゼネラルビジネス第二営業部部長の越智
佑馬氏が「Concur」の強みや有用性を解説しました。


